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高額療養費制度の改正について（通知） 
 

日頃より、共済組合の事務について御協力いただき感謝申し上げます。 

 健康保険法施行令等の一部を改正する政令（令和８年政令第２４０号）の公布を受け、地方公

務員等共済組合法施行令等、高額療養費制度に係る関係法令が改正されました。 

 このたびの改正概要は下記のとおりとなりますので、各所属所の組合員宛て遺漏のないよう御

周知願います。 
 

記 

 

１ 改正概要 

（１） 高額療養費算定基準額の見直し（令和８年８月１日施行） 

１か月当たりの自己負担限度額について、下記のとおり改正されました。 

① 月間の高額療養費に係る算定基準額の引上げ（多数回該当の場合は据え置き） 

② ７０歳以上の高齢受給者のうち、「低所得者Ⅱ」に多数回該当を新設。 

③ ７０歳以上の高齢受給者の外来療養に係る年間高額療養費算定基準額に低所得者の区分

を新設 

※ 具体的な算定基準額は下表のとおり 

 

70歳

未満

70歳

以上
月額上限

外来特例

(70歳以上)
月額上限

外来特例

(70歳以上)

ア
現役

並みⅢ
83万円以上

252,600円＋(医療費-842,000

円)×1％≪140,100円≫
-

270,300円＋(医療費-901,000

円)×1％≪140,100円≫
-

イ
現役

並みⅡ
53万円～79万円

167,400円＋(医療費-558,000

円)×1％≪93,000円≫
-

179,100円＋(医療費-597,000

円)×1％≪93,000円≫
-

ウ
現役

並みⅠ
28万円～50万円

80,100円＋(医療費-267,000

円)×1％≪44,400円≫
-

85,800円＋(医療費-286,000

円)×1％≪44,400円≫
-

エ 一般 26万円以下
57,600円

≪44,400円≫

18,000円

(年14.4万円)

61,500円

≪44,400円≫

22,000円

(年21.6万円)

オ -
低所得者

(住民税非課税)

35,400円

≪24,600円≫
-

36,900円

≪24,600円≫
-

-
低所得者

Ⅱ

住民税非課税

(70歳以上)
24,600円

25,700円

≪24,600円≫

11,000円

(年9.6万円)

-
低所得者

Ⅰ

住民税非課税
(70歳以上)
一定所得以下

15,000円 15,700円 8,000円

・ ≪≫内の金額は「多数回該当」です。⾧期療養者等への配慮から、制度改正後も金額に変更はありません。

所得区分

標準報酬月額

令和8年7月末まで 令和8年8月から令和9年7月末まで

8,000円



なお、今回の高額療養費算定基準額引上げに伴い、窓口での支払額が増えますが、一部負

担金払戻金、家族療養費附加金により、多くの場合、組合員の負担額はこれまでと変わりま

せん。 

 

（２）「年間の高額療養費制度」の新設（令和８年８月１日施行） 

   ⾧期にわたり継続的に医療費が発生する場合の負担軽減として、年間の自己負担上限額（以

下、「年間上限」という。）が新設されました。※ 具体的な年間上限額は下表のとおり 

    

 

  （ア）支給要件 

     計算期間（毎年８月１日～翌年７月３１日）の間に組合員本人及び被扶養者が受診し 

た医療費の自己負担分を世帯単位で合算し、その合計額が上記「年間上限」額を超過し 

た場合に、超過した分を支給します。 

     支給額＝「一部負担金等年間世帯合算額」－「年間上限」額  

※ 額が０円以上の場合支給 

 

  （イ）計算期間 

     原則、毎年８月１日から翌年７月３１日。 

     なお、上記期間中に組合員が異動や退職に伴い他の健康保険に切り替わり資格喪失し 

た場合は、資格喪失した日の前日までの期間で計算を行います。またこの場合、新旧の 

健康保険間で「一部負担金等年間世帯合算額」は通算しません。 

   

70歳

未満

70歳

以上
月額上限(再掲) 年間上限

外来特例(再掲)

(70歳以上)

ア
現役

並みⅢ
83万円以上

270,300円＋(医療費-901,000

円)×1％≪140,100円≫
168万円 -

イ
現役

並みⅡ
53万円～79万円

179,100円＋(医療費-597,000

円)×1％≪93,000円≫
111万円 -

ウ
現役

並みⅠ
28万円～50万円

85,800円＋(医療費-286,000

円)×1％≪44,400円≫
53万円 -

エ 一般 26万円以下
61,500円

≪44,400円≫

53万円

(※)

22,000円

(年21.6万円)

オ -
低所得者

(住民税非課税)

36,900円

≪24,600円≫
29万円 -

-
低所得者

Ⅱ

住民税非課税

(70歳以上)

25,700円

≪24,600円≫
29万円

11,000円

(年9.6万円)

-
低所得者

Ⅰ

住民税非課税
(70歳以上)
一定所得以下

15,700円 18万円 8,000円

・ （※）所得区分が標準報酬月額15万円以下の場合は、年間上限41万円が適用されます。

・ ≪≫内の金額は「多数回該当」です。

所得区分

標準報酬月額

令和8年8月から令和9年7月末まで



  （ウ）「一部負担金等年間世帯合算額」の考え方 

     上記（イ）の計算期間において組合員又は被扶養者が受診した医療費を基に、下記の

とおり算定を行います。 

 

     一部負担金等年間世帯合算額＝Ａ－Ｂ 

 

Ａ：組合員及び被扶養者が受診した医療費の定率負担額（２割又は３割）※ 

  ※１ ７０歳未満の組合員及び被扶養者については、月ごとの定率負担額が 

21,000 円を超えるもののみ算定。 

       ※２ 特定疾病療養（人工透析、血友病等）の医療費については、特定疾病療養

受療証に記載の自己負担限度額まで。 

       ※３ 指定公費の医療費助成を受けている場合は、なお残る自己負担分を算定。 

       ※４ 治療用装具に係る自己負担額も算定対象 

     Ｂ：計算期間中の医療費について支給された高額療養費、一部負担金払戻金及び家族 

       療養費附加金。 

 

  （エ）「年間上限」額の適用 

     上記（イ）の計算期間の末日に適用されている標準報酬月額を基に「年間上限」額を 

    決定します。 

なお、計算期間の途中で組合員が資格喪失した場合は、資格喪失日の前日時点で適用

されている標準報酬月額を基に「年間上限」額を決定します。 

 例）計算期間中全て「ウ」           ⇒ 「年間上限」額＝ ５３万円 

   当初「ウ」だが７月の随時改定で「イ」に  ⇒ 「年間上限」額＝１１１万円 

   

  （オ）請求方法 

     医療機関からの医療費の情報等を基に、計算期間中の医療費を集計し、共済組合から

自動給付しますので、請求手続は不要です。 

 

  （カ）その他 

     「年間上限」はあくまで計算期間中の医療費を集計したのち上限を超えた分を後日還

付する制度であり、組合員及び被扶養者の毎月の窓口支払の上限額は、引き続き上記表

の「月額上限」までとなります。計算期間中に「年間上限」額に達したからといって、医

療機関での窓口負担の支払が免除される制度ではありませんので御注意ください。 

 

 

 

 

 



（３）所得区分の細分化（令和９年８月１日施行） 

   応能負担の観点に基づき、所得区分が細分化されるとともに、１か月当たりの自己負担限

度額も概ね引き上げられます。 

※ 具体的な所得区分及び自己負担限度額については下表のとおり 

 

 

２ 適用関係 

（１） １（１）の改正は、令和８年８月１日から令和９年７月３１日までの受診分に適用。 

（２） １（２）の改正は、令和８年 8 月１日以降の受診分に適用。 

（３） １（３）の改正は、令和９年８月１日以降の受診分に適用。 

 

70歳

未満

70歳

以上

70歳

未満

70歳

以上

ア１
現役並み

ⅢA
127万円以上

342,000円＋(医療費-1,140,000

円)×1％≪140,100円≫

ア２
現役並み

ⅢB
103万円～121万円

303,000円＋(医療費-1,010,000

円)×1％≪140,100円≫

ア３
現役並み

ⅢC
83万円～98万円

270,300円＋(医療費-901,000円)

×1％≪140,100円≫

イ１
現役並み

ⅡA
71万円～79万円

209,400円＋(医療費-698,000円)

×1％≪93,000円≫

イ２
現役並み

ⅡB
62万円～68万円

194,400円＋(医療費-648,000円)

×1％≪93,000円≫

イ３
現役並み

ⅡC
53万円～59万円

179,100円＋(医療費-597,000円)

×1％≪93,000円≫

ウ１
現役並み

ⅠA
44万円～50万円

110,400円＋(医療費-368,000円)

×1％≪44,400円≫

ウ２
現役並み

ⅠB
36万円～41万円

98,100円＋(医療費-327,000円)

×1％≪44,400円≫

ウ３
現役並み

ⅠC
28万円～34万円

85,800円＋(医療費-286,000円)

×1％≪44,400円≫

エ１ 一般A 20万円～26万円
69,600円

≪44,400円≫

28,000円

(年21.6万円)

エ２ 一般B 16万円～19万円
65,400円

≪44,400円≫

28,000円

(年21.6万円)

エ３ 一般C １５万円以下
61,500円

≪34,500円≫

22,000円

(年21.6万円)

オ -
低所得者

(住民税非課税)

36,900円

≪24,600円≫
- オ -

低所得者

(住民税非課税)

36,900円

≪24,600円≫
- 29万円

-
低所得者

Ⅱ

住民税非課税

(70歳以上)

25,700円

≪24,600円≫

11,000円

(年9.6万円)
-

低所得者

Ⅱ

住民税非課税

(70歳以上)

25,700円

≪24,600円≫

13,000円

(年9.6万円)
29万円

-
低所得者

Ⅰ

住民税非課税
(70歳以上)
一定所得以下

15,700円 8,000円 -
低所得者

Ⅰ

住民税非課税
(70歳以上)
一定所得以下

15,700円 8,000円 18万円

・ （※）所得区分が標準報酬月額15万円以下の場合は、年間上限41万円が適用されます。

・ ≪≫内の金額は「多数回該当」です。⾧期療養者等への配慮から、細分化後も金額に変更はありません。

・ 年間上限の額についても、細分化後も金額に変更はありません

ア
現役

並みⅢ
83万円以上

270,300円＋(医療費-901,000

円)×1％≪140,100円≫
-

ウ
現役

並みⅠ
28万円～50万円

85,800円＋(医療費-286,000

円)×1％≪44,400円≫
-

イ
現役

並みⅡ
53万円～79万円

179,100円＋(医療費-597,000

円)×1％≪93,000円≫
-

エ 一般 26万円以下
61,500円

≪44,400円≫

22,000円

(年21.6万円)

令和8年8月から令和9年7月末まで

所得区分

令和9年8月から

月額上限(再掲)
外来特例(再掲)

(70歳以上)
標準報酬月額

所得区分

標準報酬月額

53万円

(※)

月額上限
外来特例

(70歳以上)

年間上限

168万円

111万円

53万円-

-

-



３ その他 

現在、公立学校共済組合において、一部負担金払戻金、家族療養費附加金に係る自己負担限

度額の見直しが検討されております。内容や実施時期等の詳細が決まりましたら、東京支部ホ

ームページ及び所属所宛て通知でお知らせいたします。 

 

 

 

 

 
公立学校共済組合東京支部 

給付貸付課短期給付担当 久能、山中、松岡 

電話 ０３－５３２０－６８２７ 


